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資料２ 

１．これまでの行財政改革の取組 

 （１）これまでの行財政改革に関する計画等 

計画期間 計画等 

（昭和６１年度策定） 「行財政見直しに関する基本方針」 

平成 ７年度～平成 ９年度 「堺市行財政見直し推進計画」 

平成１０年度～平成１４年度 「新堺市行財政見直し実施計画」（平成１２年９月改定） 

平成１５年度～平成１７年度 「行財政改革計画」（平成１６年４月改定） 

平成１８年度～平成２１年度 「新行財政改革計画」（平成１９年７月改定） 

平成２２年度 「行財政改革アクションプログラム」 

平成２３年度～平成２５年度 「行財政改革プログラム」 

平成２６年度～平成２９年度 「第２期行財政改革プログラム」 

 

 （２）平成２３年度以降の主な取組 

①行革効果額の推移 

【単年度効果額】 

 行財政改革の取組を通じて、毎年度５０億円程度の行革効果額を創出し、「堺市マスタ

ープラン」に掲げる重点施策の推進を下支えしてきました。しかし、削減できる余地や効

果が次第に小さくなり、単年度効果額は近年減少傾向にあります。 
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資料２ 

②事務事業の見直し 

【事務事業の総点検】 

 市が実施する事務事業について、事業の対象や目的、内容、コスト等を明確にするとと

もに、事業活動や成果を客観的数値による指標等を用いながら評価・分析を行うことで、

費用対効果の向上や行政資源の有効配分など、事務事業の改善・見直しに活用することを

目的として、平成２３年度から「事務事業の総点検」を実施しています。各事業所管課が

作成した「事務事業総点検シート」を公表することにより、行政活動の透明性やアカウン

タビリティの確保を図っています。 

年度 実施内容 

H23 一般会計を対象に事務事業の総点検を本格実施 

H26 対象範囲を特別会計に拡大 

H27 対象範囲を企業会計に拡大 

 

【みんなの審査会】 

 市民参加による公開の場での議論を通じて、事務事業の要・不要だけでなく、事務事業

の具体的なあり方や実施手法等の検討を行うとともに、市政への市民参加の促進及び市政

の透明性の向上並びに市の説明責任の徹底を図ることを目的として、平成２２年度から平

成２７年度まで「みんなの審査会」を実施し、６年間で１０６事業を対象としました。 

（単位：事業） 

方向性 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 

廃止・廃止予定 ５ ２ ３ １ １ １ １３ 

強化・拡充 ５ ２ ２ ２ １ １ １３ 

改善 ２７ １３ １３ １３ ６ ５ ７７ 

検討中 ０ ２ ０ ０ ０ １ ３ 

合計 ３７ １９ １８ １６ ８ ８ １０６ 

 

【行革効果額】 

 事務事業の総点検やみんなの審査会などを通じて、事務事業の見直しを図ってきた結果、

以下のとおり事務事業の見直しによる単年度効果額を創出してきました。 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

事務事業の見直しによる 

単年度効果額（億円） 
１２．１ １４．５ １６．２ １２．４ ９．０ 

 

 

  

集計中 
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資料２ 

③要員管理の推進等 

【要員数】 

 平成２３年度に策定した「堺市要員管理方針」において、平成２１年４月１日を起点と

して１０年間で要員数を２割以上削減することを目標としており、要員管理の推進を通じ

てスリムで強じんな組織・人員体制をめざしています。 

 これまでの要員管理の推進（平成２１年４月１日の６，０６５人を起点に１，２１９人

（２０．１％）削減）によって、平成２８年４月１日現在、本市の人口１万人あたりの一

般行政部門の職員数は３９．９人となり、政令指定都市中６番目に少ない体制で事務を執

行しています。 

 

 

【退職手当支給水準の引下げ】 

時期 調整率 

平成２５年７月１日より前 １０４／１００ 

平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日 ９８／１００ 

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日 ９２／１００ 

平成２７年４月１日以降 ８７／１００ 
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資料２ 

④民間活力の活用 

【指定管理者制度の導入】 

平成２２年度：７７施設 ⇒ 平成２８年度：２１３施設 

（主な新規導入施設） 

・堺市営住宅（５３施設）、自転車等駐車場（８５施設）（平成２３年度） 

 

【ＰＦＩ手法の導入】 

・原山公園再整備運営事業にＰＦＩ手法の導入を決定（平成２８年度） 

・大浜体育館建替整備運営事業にＰＦＩ手法の導入を決定（平成２８年度） 

 

【市立保育所の民営化】 

平成２９年度当初時点で民営化対象２８施設中２１施設を民営化（平成２２年度以前に

１７施設を民営化済み） 

・西陶器保育所の民営化（平成２３年度） 

・ちぬが丘保育園、しおあな保育所の民営化（平成２４年度） 

・美原きた保育所の民営化（平成２９年度） 

※百舌鳥こども園・こども園保育所・認定こども園百舌鳥幼稚園を統合・民営化予定 

（平成３１年４月予定） 

 

【地方独立行政法人化】 

・堺病院の地方独立行政法人化（平成２４年度） 

 

【事務処理の集約化・外部委託】 

・子育て支援業務事務処理センターを創設（平成２９年度） 

 

【学校施設管理業務の委託】 

    平成２４年度から段階的に実施し、平成２６年度に小学校９３校、特別支援学校３校、

高等学校１校、全９７校で委託化を完了 

    平成２８年度に中学校１９校において人材派遣による学校施設管理を実施 

 

【家庭ごみ収集の委託】 

平成２５年度時点で１００％を委託（平成２２年度の委託率は９５．１％） 

 

【下水処理場施設維持管理業務の包括的民間委託】 

・泉北下水処理場の包括的民間委託（平成２４年度～） 

・石津下水処理場の包括的民間委託（平成２５年度～） 

（三宝下水処理場については、昼間は直営、夜間のみ委託） 
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資料２ 

【下水道管路施設維持管理の包括的民間委託】 

 ・美原下水道管理事務所の包括的民間委託（平成２６年度～） 

・竹城台下水道管理事務所の包括的民間委託（平成２８年度～） 

（出島下水道管理事務所は直営） 

 

⑤外郭団体の見直し（平成２２年度以降の主な取組） 

【外郭団体の統廃合】 

年度 外郭団体数 統廃合の状況 

H22 ２１  

H23 ２０ 平成２２年１２月 （財）堺市科学教育振興会の解散 

H24 １８ 
平成２４年３月 （財）堺市福祉サービス公社の解散 

平成２４年３月 （財）堺市水道サービス公社の解散 

H25 １７ 平成２５年３月 （財）堺市都市整備公社の解散 

H28 １６ 平成２８年３月 堺市土地開発公社の解散 

    ※外郭団体数は各年度４月１日現在 

 

【外郭団体経営評価システムの導入】 

・平成２３年度に試行実施 

・平成２４年度から本格実施 

・中期経営計画（平成２７年度～平成２９年度）の導入 

 

【財政的関与の見直し】 

 （補助金の削減） 

外郭団体名 行革効果額合計（億円） 

（財）堺市水道サービス公社（H24.3 解散） 0.8 

（公財）堺市産業振興センター 0.6 

（財）堺市都市整備公社（H25.3 解散） 0.6 

（財）堺市福祉サービス公社（H24.3 解散） 0.4 

（公財）堺市救急医療事業団 0.4 

（公社）堺市シルバー人材センター 0.4 

 その他 0.5 

 

 （委託・指定管理の公募化） 

年度 事業名・施設名 

H24 堺市都市緑化センター（堺市公園協会） 

H26 堺市立勤労者総合福祉センター（堺市勤労者福祉サービスセンター） 

H28 堺市立共同浴場（堺市就労支援協会） 

H29 放課後児童対策事業（堺市教育スポーツ振興事業団） 
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資料２ 

【人的関与の見直し】 

 （元市職員・現市職員関係） 

種別 
平成２１年度（人） 
（うち解散団体） 

平成２８年度（人） 

役員 
元市職員 ３４（８） ２４ 

現市職員 ６４（１８） ７ 

職員 
市ＯＢ職員 １４１（５２） ５１ 

市派遣職員 ７４（１４） ３９ 

 

 （元市職員の外郭団体役員報酬基準額） 

  以下のとおり、他の政令指定都市と比較しても最も低い水準で基準額を設定しています。 

 基準額 
［年額］ 

限度額 
［年額］ 

理事長 
副理事長 

4,270,800 円 

（4,334,400 円） 

5,514,000 円 

（5,596,800 円） 

専務理事 
常務理事 

4,092,000 円 

（4,154,400 円） 

5,283,600 円 

（5,364,000 円） 

    ※かっこ書きは、平成２６年度以前の退職者 

 

⑥市税等の収納率の向上 

項目 平成２２年度 平成２７年度 上昇幅 

市税 ９７．６６％ ９９．１１％ ＋１．４５％ 

国民健康保険料 ８９．９９％ ９３．３６％ ＋３．３７％ 

介護保険料 ９８．００％ ９８．３６％ ＋０．３６％ 

母子寡婦福祉資金貸付金 ７８．９％ ８４．７％ ＋５．８％ 

保育料 ９７．５５％ ９８．５８％ ＋１．０３％ 

住宅使用料 ９５．０％ ９８．３％ ＋３．３％ 

水道料金 ９８．５５％ ９８．７３％ ＋０．１８％ 

下水道使用料 ９８．４９％ ９８．７５％ ＋０．２６％ 

 

⑦ファシリティマネジメント 

【公共施設等の更新・統廃合・長寿命化】 

 ・「堺市公共施設等総合管理計画」の策定（平成２８年度） 

 

 （廃止） 

・健康増進福祉センター、勤労青少年ホーム（平成２６年度） 

・泉北すえむら資料館、泉ヶ丘勤労者体育センター（平成２８年度） 

 

 



これまでの行財政改革の取組について 

 

7 

資料２ 

 （長寿命化） 

    ・ハコモノ資産（学校施設、市営住宅）及びインフラ資産（道路、橋梁、水道管、下水

道管）の長寿命化 

 

【公有財産の有効活用】 

年度 主な売却地 主な貸付け地 行革効果額（億円） 

H23 晴美台市有地など 戎島町市有地 5.2 

H24 
金岡町・旭ヶ丘中町市有地

など 
香ヶ丘町市有地など 6.0 

H25 
新檜尾台・中百舌鳥町・金

岡町市有地など 
市民駐車場など 7.1 

H26 
鳳東町・日置壮西町市有地

など 
市営住宅の空き駐車場 3.2 

H27 
中安井町・多治井市有地な

ど 

さかい利晶の杜内の来訪者サ

ービス施設にかかる土地 

旧泉ヶ丘駅前第２自転車等駐

輪場跡地など 

3.7 

H28    

 

⑧その他の取組 

【窓口サービス等の充実】 

・自動交付機による市民税・府民税（所得・課税）証明書の交付開始（平成２４年度） 

・パスポートセンターさかいサービスセンターの開設（平成２４年度） 

・子育てワンストップ窓口を全区に設置完了（平成２５年度） 

・ハローワーク窓口を北保健福祉総合センター（平成２６年度）及び南保健福祉総合セ

ンター（平成２７年度）に設置 

・コンビニエンスストアでの証明書の自動交付（平成２９年１２月予定） 

 ・オンラインによる申請・届出手続きの拡充 

          （平成２２年度末：４０手続き ⇒ 平成２８年度末：９３手続き） 

 

【区役所機能の充実・都市内分権の推進】 

・市長調整監（区長兼務）、副区長の創設、予算要求権の付与（平成２３年度） 

・自治会活動補助や防犯灯・防犯カメラ設置補助、自主防災組織活動助成事務の区役所

への移管（平成２３年度） 

・地域まちづくり支援事業の創設（平成２４年度） 

・区民評議会及び区教育・健全育成会議を全区に設置（平成２７年度） 

・区域まちづくり事業の実施（平成２８年度） 

 

 

 

集計中 
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 （３）財政状況 

①実質収支と単年度収支（普通会計） 

 平成２７年度決算における普通会計の実質収支は３６年連続の黒字となり、単年度収支

は６年連続となる黒字を確保しています。 

 

※実 質 収 支：歳入総額から歳出総額を差し引いた額（形式収支）から、明許繰越等のために翌年度

に繰り越すべき財源を控除した額 

単年度収支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額 

 

②健全化判断比率（４指標）、財政力指数、経常収支比率 

 地方公共団体の財政状況を判断するための「健全化判断比率（４指標）」については、

実質公債費比率及び将来負担比率は、ともに健全な状態にあります。平成２７年度の実質

公債費比率については政令指定都市中４位、将来負担比率についても政令指定都市中３位

であり、本市の財政状況は、政令指定都市トップクラスの健全な状態であるといえます。 

 しかし、財政力指数は低位で推移しており、経常収支比率についても政令指定都市平均

と比較して高い状態にあります。今後、人口減少・少子高齢化に伴う税収の減少や社会保

障関連費の増大により、厳しい財政運営が見込まれることから、財政構造の弾力性に課題

があるといえます。 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

実質公債費比率（％） 4.9 4.9 5.2 5.4 5.5    

将来負担比率（％） 52.8 36.9 27.6 21.9 15.6  

実質赤字比率（％） - - - - -  

連結実質赤字比率（％） - - - - -  

財政力指数 0.829 0.833 0.840 0.839 0.844  

経常収支比率（％） 95.5 96.7 96.3 95.3 96.9  

（政令市平均） 94.7 94.9 94.6 95.8 94.8  
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２．第２期行財政改革プログラムの取組状況 

 （１）第２期行財政改革プログラムの概要 

計画期間 平成２６年度～平成２９年度（４年間） 

位置付け 

行財政改革による成果を「堺・３つの挑戦」と「市民が安心、元気なま

ちづくり」をはじめとする重点施策の推進に対して、選択と集中により

最適配分する。 

改革の目的 
弾力的な行財政基盤の構築 

～「堺・３つの挑戦」と「市民が安心、元気なまちづくり」に向けて～ 

基本姿勢 市民目線によるゼロベースでの総点検 

改革の視点 
「経営資源の有効活用」 

「活動領域の最適化」 

目標 計画期間中に３２０億円以上の行財政改革を推進します。 

８つの分野 

［重点分野］        ［推進分野］ 

１．事務事業改革      ４．ファシリティマネジメントの推進 

２．市の関与の見直し    ５．歳入改革 

３．業務プロセス改革    ６．組織改革 

              ７．公営企業改革 

              ８．外郭団体改革 

 

 （２）新たな行財政改革の取組を追加実施 

プログラム策定時から、３８項目の新たな取組を追加し、１３０項目（平成２８年度当初

現在）を実施しています。さらに、他市先進事例調査や外部有識者への意見聴取等を踏まえ

ながら、新規取組について継続して検討・実施を進めています。 

 

 

【平成２８年度の主な新規取組】 

・新しい公共ガバナンスの推進 

・地域安全推進事業（地域貢献事業所防犯カメラ設置補助） 

・コンビニエンスストアでの証明書自動交付の推進 

・ＰＦＩ手法の導入検討（原山公園） 

・公園の利活用の促進                      など 

 

 

  

プログラム策定時 

９２項目 
平成２７年度当初 

１１４項目 

平成２７年度末 

１２３項目 

平成２８年度当初 

１３０項目 
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資料２ 

Ａ評価

目標を上回って

達成

１０．６％

Ｂ評価

目標を概ね達成

７９．７％

Ｃ評価

未達成

７．３％

取組終了

２．４％

（３）プログラムに既定の個別取組の進捗状況 

「工程表」を利用して、個別取組ごとに、進捗状況や目標達成度について、評価・分析を

行い、課題及び改善策を明らかにしながら、進捗管理を実施しています。 

【個別取組の進捗状況（平成２７年度末現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【８つの分野ごとの進捗状況（平成２７年度末現在）】 

 分野 
Ａ 

評価 

Ｂ 

評価 

Ｃ 

評価 

取組 

終了 
計 備考 

１ 
事務事業

改革 
０ ５ １ ０ ６ 

削減型の取組では、削減できる余

地や効果が減少傾向。 

２ 
市の関与

の見直し 
３ ３３ １ ０ ３７ 

民間活力の活用や市民協働、都市

内分権などを着実に推進。 

３ 
業務プロ

セス改革 
０ １２ １ １ １４ 

内部管理マネジメントの推進や

システムの導入などを計画どお

り実施。 

４ 

ファシリ

ティマネ

ジメント

の推進 

１ １３ ０ １ １５ 

低利用財産の有効活用や長寿命

化など着実に取り組む一方、公有

財産の売却が課題。 

５ 歳入改革 ７ １９ ３ ０ ２９ 

収納率の向上などを目標以上に

取り組むとともに、新たな取組も

実施し、成果を創出。 

６ 組織改革 ０ １０ １ ０ １１ 

要員管理の推進や人材育成など

を着実に実施する一方、時間外勤

務の縮減が課題。 

７ 
公営企業

改革 
２ ４ １ １ ８ 

上下水道局における行財政改革

の取組を着実に推進。 

８ 
外郭団体

改革 
０ ２ １ ０ ３ 

経営評価機能の強化や堺市土地

開発公社の解散を計画通り実施。 

合計 １３ ９８ ９ ３ １２３  

 

（４）行革効果額の進捗状況（平成２７年度決算時点） 

   平成２７年度までの行革効果額は、１１４．４億円であり、平成２７年度の単年度効果額

と同水準で推移した場合、行革効果額の目標達成が困難となるため、取組をさらに強化して

実施しています。 

 

所管課による評価では、１２３項目中、１１４項目

（９２．７%）の取組が目標を概ね達成したものの、

９項目（７．３%）の取組が未達成となっています。 

※Ａ,Ｂ,Ｃ評価は、取組の計画期間内の達成見込みに対する評価

及び財政的効果額の達成見込みに対する評価による総合評価で

行っています。 

※なお、個別取組には、行政機構の構造や手順・手続きの変更な

ど財政的効果額として算定が困難な取組を含み、取組の計画期

間内の達成見込みに対する評価を行っています。 


